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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成22年5月13日(2010.5.13)

【公表番号】特表2009-534500(P2009-534500A)
【公表日】平成21年9月24日(2009.9.24)
【年通号数】公開・登録公報2009-038
【出願番号】特願2009-506506(P2009-506506)
【国際特許分類】
   Ｃ１１Ｄ   3/33     (2006.01)
   Ｃ１１Ｄ   3/43     (2006.01)
   Ｃ１１Ｄ  17/08     (2006.01)
   Ｃ０９Ｋ   3/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ１１Ｄ   3/33    　　　　
   Ｃ１１Ｄ   3/43    　　　　
   Ｃ１１Ｄ  17/08    　　　　
   Ｃ０９Ｋ   3/00    １０８Ｃ

【手続補正書】
【提出日】平成22年3月19日(2010.3.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　低温での使用又は保管に適するキレート化組成物であって、
ａ）極性溶媒２０重量％～７０重量％、及び
ｂ）式

【化１】

　（式中、Ｒは、１～１０個の炭素原子を有するヒドロキシアルキル基であり、
　各Ｒ′は、個別に、水素、非置換又は不活性置換されたアルキル基、カルボニル含有ア
ルキル基、カルボキシレート含有アルキル基、ヒドロキシアルキル基及びアルコキシ基か
らなる群から選択され、
　Ｒ″は、１～１０個の炭素原子を有し、非置換若しくは不活性置換されたアルキル基、
カルボニル置換アルキル基、カルボキシレート含有アルキル基、ヒドロキシアルキル基及
びアルコキシ基、又は水素からなる群から選択され、
　Ｍ1及びＭ2は、個別に、Ｎａ+及びＫ+からなる群から選択され、ここでＭ1はＭ2よりも
大きな原子量を有し、
　式中、ｘ＋ｙ＝ｎであり、Ｍ1のモル分率は、０．７０よりも大きく１以下である。）
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を有する第一成分３０重量％～８０重量％（ただし、重量％は、前記第一成分および前記
極性溶媒の量を基準とする。）
を含む組成物。
【請求項２】
　前記組成物が、－１２℃で少なくとも１２時間維持された後でも、固体を含まないまま
である、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　前記Ｍ1のモル分率が、０．８０～０．９５の範囲である、請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
　水性の硬表面洗浄用組成物であって、
（ａ）陰イオン性、非イオン性、陽イオン性、もしくは両性の界面活性剤、又はそれらの
混合物（ただし、第四級アンモニウム界面活性剤を含んでいてもよく、前記界面活性剤の
合計量が有効量で存在する。）、
（ｂ）２５℃で少なくとも０．００１ｍｍＨｇの蒸気圧を有する少なくとも１種の水溶性
又は分散性有機溶媒（ただし、前記少なくとも１種の有機溶媒が、溶解有効量又は分散有
効量で存在する。）、
（ｃ）式
【化２】

　（式中、Ｒは、１～１０個の炭素原子を有するヒドロキシアルキル基であり、
　各Ｒ′は、個別に、水素、非置換又は不活性置換されたアルキル基、カルボニル含有ア
ルキル基、カルボキシレート含有アルキル基、ヒドロキシアルキル基及びアルコキシ基か
らなる群から選択され、
　Ｒ″は、１～１０個の炭素原子を有し、非置換若しくは不活性置換されたアルキル基、
カルボニル置換アルキル基、カルボキシレート含有アルキル基、ヒドロキシアルキル基及
びアルコキシ基、又は水素からなる群から選択され、
　Ｍ1及びＭ2は、個別に、Ｎａ+及びＫ+からなる群から選択され、ここでＭ1はＭ2よりも
大きな原子量を有し、
　式中、ｘ＋ｙ＝ｎであり、Ｍ1のモル分率は、０．７０よりも大きく１以下である。）
を有する１種又は２種以上の成分に由来するキレート化剤、並びに
（ｄ）水
を含む洗浄用組成物。
【請求項５】
　（ａ）表面を請求項４に記載の洗浄用組成物と接触させること、及び
　（ｂ）前記表面から前記組成物を除去すること
を含む、表面を洗浄する方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３１】
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　前記洗浄用組成物のいくつかの態様では、アルキレングルコールエーテル溶媒が好まし
い場合がある。アルキレングルコールエーテル溶媒としては、エチレングリコールモノブ
チルエーテル、エチレングリコールモノプロピルエーテル、プロピレングリコールｎ－プ
ロピルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールｎ－
ブチルエーテル、ジプロピレングリコールメチルエーテル、ジプロピレングリコールｎ－
ブチルエーテル及びそれらの混合物を挙げることができる。好ましいグリコールエーテル
類は、種々の供給元から入手可能な、ブトキシエタノールとしても知られるエチレングリ
コールモノブチルエーテル、及び２－（２－ブトキシエトシキ）エタノール、及びプロピ
レングリコールｎ－プロピルエーテル、及びジプロピレングリコールｎ－ブチルエーテル
（ＤＰＮＢ）である。別の好ましいアルキレングルコールエーテルは、Ａｒｃｏ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙより、Ａｒｃｏｓｏｌｖ　ＰＴＢ（登録商標）として市販さ
れているプロピレングリコールｔ－ブチルエーテルである。プロピレングリコールのｎ－
ブチルエーテルも好ましい。限定するものではないがｄ－リモネン等のある種のテルペン
及びテルペン誘導体も使用に適する。溶媒の混合物を使用する場合には、本発明の洗浄剤
の最適な洗浄能力を決定するためには、使用する溶媒の量と比率が重要である。溶媒の合
計量を、前記洗浄剤の５０％以下、より好ましくは前記洗浄剤の２５％以下、最も好まし
くは前記洗浄剤の１５％以下に制限することが好ましい。好ましい範囲は、約１～１５％
である。界面活性剤等の他の成分は、溶媒により溶液中に溶解する物質であるため、溶媒
のこれらの量は、一般に分散有効量又は溶解有効量と呼ばれる。溶媒は、それ自体、脂汚
れを緩め（loosen）そして可溶化して、洗浄する表面から容易に除去するのを助ける洗剤
としても重要である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６３】
　実施例２２
　４４．７８重量％のＫ2ＨＥＩＤＡと１０．２２重量％のＮａ2ＨＥＩＤＡを水と混合す
ることにより、式（Ｋ）1.6（Ｎａ）0.4（ＨＥＩＤＡ）のＨＥＩＤＡ種５５重量％を含む
組成物を調製する。組成物は、比較例７～９に上記するのと実質的に同様の方法により－
１０℃で処理する。－１２℃で１２時間保管した後には、前記組成物は固体を形成してい
る。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８１】
【表４】
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